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概 要

世界中の多くの国々が 2050 年までにカーボンニュートラルの実現を宣言し，脱炭素社会の実現

へ向けた取り組みを実施している。しかし，経済的な事情や様々な事情によりカーボンニュートラ

ル実現に向けた取り組みに積極的ではない国々も存在する。我々は現状の延長線上でカーボン

ニュートラル実現に取り組んだ際の，「カーボンニュートラルで取り残されるのもの」が何である

かについて議論を行った。また「カーボンニュートラルで取り残されない」状態を実現するための

未来像の検討を行った。
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1．背 景 と 現 状

2022 年 11 月 6 日から第 27 回国連気候変動枠組み

条約締結会議 (COP27) がエジプトで開催された。

2021 年の COP26 では，世界平均気温上昇を 1.5 ℃に

抑える努力目標が継続され米国，日本を含む 150 か国

以上が，2050 年のカーボンニュートラルを表明した1)。

カーボンニュートラルとは，地球温暖化対策の 1つ

として，世界中の多くの国々が 2050 年までに実現を

目指すことを宣言し，脱炭素社会の実現へ向けた取り

組みを促進している。

また，日本の環境省が考えるカーボンニュートラル

は，温室効果ガスの排出量と吸収量を均衡させる事を

意味し，2020 年 10 月に政府は 2050 年までに温室効

果ガスの排出を全体としてゼロにすることを目指すと

宣言している。

全国地球温暖化防止活動推進センター (JCCCA)

によれば，CO2排出量は世界全体で約 335 億トンであ

り，日本の CO2排出量は約 10.6 億トンで全体の 3.2 %

を占めており世界 5 位の位置にいる2)。その他は，中

国が CO2排出量約 98.8 億トンで全体の 29.5 % を占め

てり世界第 1位の排出量となっている。世界第 2位は
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アメリカで CO2排出量約 47.4 億トンとなっており，

全体の 14.1 % を占めている (Fig. 1)。

発展途上国の CO2排出量は，2019 年時点で全体の

3 割を占めており，特にブラジル，メキシコは世界の

CO2排出量のそれぞれ 9, 10, 11 位に位置しており，

現時点で高い CO2排出量となっている (インドネシ

ア CO2排出量 5.84 億トン 〈全体の 1.7 %〉，メキシコ

4.19 億トン 〈全体の 1.2 %〉，ブラジル 4.11 億トン 〈全

体の 1.2 %〉)。

しかし，国際エネルギー機関 (IEA：International

Energy Agency) によれば，エネルギー需要は先進国

では低下傾向にある。現時点で世界最大の CO2排出

量の中国においても，2030 年のピークを迎え，2050

年に向けて低下していく見通しである。

一方，インド，東南アジア，アフリカ等の発展途上

国では増加傾向にあるとの見通しである。発展途上国

においては，2020 年に年度比の 1.7〜1.8 倍に拡大す

るとされている。そのため，将来的に発展途上国は

カーボンニュートラルから取り残されていくと考えら

れる。

発展途上国における CO2排出量の詳細は，GDP が

高い国ほど高く，国により CO2排出量の要因は様々

であることがわかる3)(Fig. 2)。

GDP の高いインドは，CO2排出量 2,659 MtCO2e

(約 26.6 億トン) の内，7 割の 1,855 MtCO2e がエネ

ルギーを要因とした CO2を排出している。メキシコ

においても同様で，CO2排出量 699 MtCO2e の内，約

5 割にあたる 326 MtCO2e をエネルギーによる排出量

が占める。

ブラジルにおいては，CO2排出量 1,467 MtCO2e の

内，約 3割の 487 MtCO2e を農業要因とする CO2排出

となり，同じ約 3割の 397 MtCO2e が森林を要因とす

る CO2排出量となっている。インドネシアにおいて

も傾向が近く，CO2排出量 1,458 MtCO2e の内，約 5

割を占める 724 MtCO2e が森林を要因とする CO2排出

量となっている4)。

上記からブラジル，インドネシアにおいては，他の

国と CO2排出量の傾向が異なり，国による特色が表

れていると考えられる。また，CO2吸収量になるはず

の森林を要因としており，森林が伐採され CO2排出

量をもたらしていることが推測できる。

そこで，森林を要因とした排出量が他国と比較し多

くなっているブラジル・インドネシアにおいての最適

なカーボンニュートラルについて検討することで，

カーボンニュートラルにて取り残さる発展途上国の要

因と対策を導くことができると考えた。

2．ブラジルとインドネシアの現状解析及び

未来像の提案

2. 1 ブラジルの現状と課題

ブラジルの現状と課題について調査を実施したとこ

ろ，ブラジル国内の人口増加の問題が見えてきた。そ

の中で，ブラジル政府としての土地開発プロジェクト

を推進しており，ブラジル国内の開発は，1940 年代

よりアマゾン開発計画がスタートし，1960 年代に開
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in Brazil



発が本格化すると森林破壊も進行した。その開発の中

でアマゾンを縦断する道路建設事業の拡大や肉牛の飼

育，輸出用大豆栽培などの畜産・農業が拡大している。

これらの土地開発プロジェクトを推進した結果，ブラ

ジルの国内輸出金額の 40 % が農畜産物となっており，

特に牛肉輸出量の関しては世界全体の 16.7 % を占め

ている。

一方でブラジルには森林面積を守る法律もあるが，

十分機能しておらず，森林減少が進んでいる。そのた

め，アマゾンの GHG 排出源 (greenhouse gas : 温室

効果ガス) は年々増加しており，GHG 排出源の 7 割

は森林喪失 (農地転用・違法伐採など)，農業による

ものであることが確認できた (Fig. 3)。

また，森林減少共にアマゾンに住む先住民の方の生

活にも影響していることが現状調査の過程で見えてき

た。

そのため，このままの状態が継続すると森林減少と

共に先住民の方の文化がなくなる可能性が高いと考え

られる。

2. 2 ブラジルの未来像

2. 1 の調査の結果，現状の課題を「森林減少に伴う

GHG 排出源の増加及びアマゾンの先住民の方の文化

が喪失する可能性があること」と捉え，未来像の検討

を行った。

2. 1 で述べたように，ブラジル国内ではアマゾンの

森林を守るといる法律は存在するが，上手く機能して

おらず，森林減少が進んでいる。その問題点の一つと

して，ブラジルが国策として土地開発プロジェクトを

推進しているという矛盾から，十分に法律が機能して

いないことが問題と考えた。

土地開発プロジェクトを推進している理由は，ブラ

ジル国内の経済発展を進めるためであり，土地開発プ

ロジェクトを止める，もしくは減速させるためには世

界的な経済支援を行うことでアマゾンの森林減少を止

める必要があると考えた。

アマゾンは地球全体の光合成量の 20 % を占めると

も言われており，アマゾンによる CO2吸収源を維持

は，地球全体で見た場合のカーボンニュートラルを実

現するためには必要不可欠である。そのため，ブラジ

ルに対する世界的な経済支援を起点に未来像を描いた。

世界的な経済支援を行うことで，アマゾンを保護や

維持の実現が可能となり，アマゾン独自の動植物の保

護が進み，アマゾンに住む先住民の生活や文化が保護

されることになる。また，アマゾンに住む先住民は自

らの生活場所である森林の維持・監視を行っており，

結果として森林破壊を抑制する役割も果たしているた

め，森林保護の機能の強化が期待できる。

更に，森林保護の役割を果たす先住民の生活レベル

をクリーンエネルギー活用などで向上させることで，

先進国の国民がアマゾンの文化に触れる敷居が下がる

ことが期待でき，アマゾンの動植物や先住民の文化が

新たな観光資源になることが考えられる。

アマゾンに観光に訪れた観光客は，アマゾンを体感

することで環境意識が向上し，観光客の自国の環境保

全や他の環境問題解決のきっかけになることも期待で

きる。

これらの仕組みを循環させることで，ブラジルの森

林減少を止め，カーボンニュートラルを実現できると

考えた (Fig. 4)。

3．現状・問題 インドネシア

3. 1 インドネシアの現状と課題

インドネシアの現状と課題について，ブラジルの事

例と同様に，国内産業と森林破壊に関係があるという

仮説のもと，インドネシアの主要産業について調査を

行なった。インドネシアでは，パーム油産業が国内主

要産業となっており，国内総輸出額の 10 % を占めて

いる。また，世界市場で見ると，パーム油の輸出量で

は世界全体の約 60 %を占めていることが分かった5)。

調査していく中で，このパーム油産業がインドネシ
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アの森林減少や CO2排出の大きな要因となっている

ことが見えてきた。

森林減少の要因として，パーム油の原料となる油や

しの栽培農園増設及び生産工場建設・増設のための土

地開拓，森林伐採 (違法含む)，森林焼き払い，焼き

払いによる大規模火災，泥炭地破壊が大きな要因と

なっている。

さらに，CO2排出量については，CO2排出源の約 80

% が土地利用による森林破壊及び泥炭地の破壊によ

るものであった (Fig. 5)6)。これらのことから，国の

主要産業が森林破壊 (減少) を助長し，CO2の排出源

となっていることが分かる。

インドネシアの熱帯林は世界の約 10 % を占めてい

る。熱帯林は地球の肺と呼ばれ，CO2を吸収し，O2を

大気に供給することで，酸素や炭素の循環に寄与して

おり，さらに，人間活動が放出した CO2の一部を吸

収し，生物多様性を育む役割を果たしている。インド

ネシアでは，国の主要産業であるパーム油産業が森林

破壊を引き起こしていることから，それが世界的な

CO2排出量の増加にも影響を与えている。

また，ブラジルと同様に，主要産業による森林破壊

は，先住民の文化にも影響を与えており，先住民の生

活への影響も懸念される。インドネシアは災害リスク

も高く，今後も森林減少が続くことで，災害に脆弱に

なることに加え，森という資源や，先住民を含む文化

までも無くなる可能性が考えられる。

3. 2 インドネシアの未来像

インドネシアでの森林減少や GHG 排出源の大半は

パーム油産業由来であるといっても過言ではない。し

かし，パーム油産業は大きな収入源であり，製造工場，

農園については国民の重要な就労先でもある。また世

界からの需要も大きいことを踏まえ，パーム油産業を

減らすことはできないことを前提とし，自国での

CO2吸収量の増加を軸に未来像を考えた。

まず，インドネシアは島国であり海洋保有面積も広

いという地理的条件を活かし，循環図の始まりをマン

グローブ植林と珊瑚礁の繁殖とした。この両者を選択

した理由は，両者が海洋中の CO2吸収源であること。

また，マングローブは，災害による土砂等から珊瑚礁

を守る働きがあり，珊瑚礁は，マングローブに生息す

る生物の棲家となり，相互扶助の関係にあるからであ

る。

Fig. 6に未来像を示す。起点であるマングローブの

植林により，災害面では津波等の被害が減少し，観光

面ではマングローブ及び珊瑚礁に生物が集まり生態系

が豊かになる。生態系が豊かになることで，ダイビン

グ目的等の観光客が増え観光業が活性化する。生態系

の豊かさは，漁場環境を豊かにし，水産業に対しても

好影響をもたらす。

観光業・水産業の充実により，自国収入の増加と併

せて，環境に配慮した経済成長というスキームが着目

され，世界的な評価が上がり，他国からの投資が増え

ることが予想される。自国収入と投資により得た資金

で植林を行い，森林としての CO2吸収量の増加を期

待する。その結果，森林と海洋の双方からの CO2吸

収量の増加が見込まれると考えた。

また，植林により本来あるべき自然の姿に近づくこ

とにより，先住民の生活も守られ，災害面においては，

沿岸部での津波，高潮被害を軽減できるグリーンイン

フラの効果を果たすことも可能である。

先住民の生活が守られることで，その国の文化を守

ることにもつながる。文化の保護及び災害被害の軽減

により，安定した観光の提供が可能となり，自国収入

の増加及び環境に配慮した経済成長に対する投資の増

加も考えられる。この資金をマングローブ植林・珊瑚

礁繁殖にあてることで，理想の一つの循環が完成する

と予想した (Fig. 6)。
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4．カーボンニュートラルで取り残されるもの

これまでブラジル・インドネシアの 2つの国におい

て，「カーボンニュートラルで取り残されるもの」と

は，世界共通の長期目標であるカーボンニュートラル

を目指すことで失われていってしまうであろう「発展

途上国の中の先住民と文化」だと我々は考えた。

また，それぞれの国における問題と解決策を検討し，

両国における共通の解決策は以下の通りである。

・自然を守り，自然を元に戻す

様々な理由で失われてきた森林等の自然は，時間が

経てば元の姿に戻っていくというものではないため，

これまで失ってきた森林を植林によって，本来あるべ

き姿に戻すことが重要である。

・人と文化を守っていくことにより，新しい価値を創造

する

先住民の方を始めとして，その土地に築かれてきた

文化を守る必要がある。また，先住民・文化を守るこ

とで，森林破壊への抑止力を保持する必要がある。

これら 2つの解決策は，世界的な取り組みも必要で

あると同時に，より一層，世界中の一人一人が認識す

ることが重要である。
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とともに，普段は関わることのできない講師の方や官

民学の関わりの場を設けていただき，誠にありがとう

ございました。
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